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－  計画策定の背景と目的 

本市 平成 22年度 庁内自殺対策連絡会議 設置 相談支援や人材育成 啓発等 実施

平成 28年 自殺対策基本法 一部改正さ 伴い平成 31年 月 加古川市自殺対

策計画 策定 自殺対策 係 取組 生 支援 関連施策 位置付 市民や関係機関等 連

携 図 生 包括的支援 推進 自殺対策 充実 図  

自殺対策基本法 成立 平成 18 年 コロナ禍以前 あ 令和元年 自殺死亡者数 比較

全国 男性 38％減・女性 35％減 い 取組 一定 効果 あ

考え い 本市 平成 22年 統計上最多 80人 方 自殺 命 くさ

い そ 後 自殺死亡者数 緩や 減少傾向 あ  

新型コロナウイルス感染症流行 影響 自殺 要因 様々 問題 顕在化

全国や兵庫県 自殺死亡者数 増加 転 全国 い 女性 年連続 増加 小中高生 過

去最多 水準 い 本市 全国や兵庫県 追い う 令和 年以降 自殺死亡者数

増加 深刻 事態 続い い  

う 中 第 次 あ 前計画 取組 評価 更 自殺対策強化 図 令和

年 10 月 策定さ 新 自殺総合対策大綱 や令和 年 月 策定さ 兵庫県自殺対策計画

中間見直 内容 踏 え 生 支え  わ ―第 次加古川市自殺対策計画

― 策定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 令和４ 版自殺対策白書 厚生労働省 警察庁 自殺統計 よ 厚生労働省自殺対策推進室作成  
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－  計画の位置付け 

法令の根拠 

 本計画 自殺対策基本法第 13条第２項 規定さ 市町村自殺対策計画 とし 策定します  

 

自殺対策基本法 

第 13条第２項 

市町村 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並び 地域 実情を勘案

し 当該市町村 区域内 け 自殺対策 い 計画を定 とす  

 

関連計画との関係 

 本計画 中長期的 視点を持 継続的 実施し いく あ 国 自殺総合対策大綱及び兵庫県

自殺対策計画を踏まえ とと 加古川市総合計画を上位計画とし 生 支援 関連す 計画 あ

加古川市地域福祉計画 や ルネスプラン こ わ 等と 整合性を図 ます  

 

 

 

 自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

 

加古川市総合計画 

夢 希望を描  幸せを実感 まち 加古川 

生 を支え まち こ わ 

―第２次加古川市自殺対策計画― 

生 支援 関係のあ 計画 
 

■ 加古川市地域福祉計画 

■ ルネ プラン こ わ 

■ 加古川市男女共同参画行動計画 

■ 加古川市高齢者福祉計画及び加古川市介護保険事業計画 

■ 加古川市子 も 子育 支援事業計画 

■ 加古川市障 い者基本計画 

■ 加古川市障害福祉計画及び加古川市障害児福祉計画 

■ こ わ教育ビ ョン 

                         等 

国 

県 

市 
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計画期間 

国 自殺対策 指針 示 自殺総合対策大綱 概 年 目安 改定さ 兵庫県

自殺対策計画 10年間 計画 概 年 見直 行う さ い 国や兵庫県 動

自殺 実態 社会状況 変化等 踏 え 本計画 第 次計画 令和 2024 年

度 令和 10 2028 年度 年間 計画期間  

 

－  基本理念 

自殺 そ 多く 追い込 末 死 あ 自殺 非常事態 い 続い い いう

認識 自殺 総合対策 国や兵庫県 連携 図 Ｐ Ａサイ ル 通

推進 重要 あ 踏 え うえ 計画 推進 い  

本市 国 自殺総合対策大綱 基本理念 誰 自殺 追い込 い社会

実現 目指 基本理念 次 定  

 

 

 

 

 

－  持続可能 開発目標 SDGｓ と 関係 

本計画 Ｓ Ｇｓ 17 目標 う  貧困 くそう  べ 人 健康 福祉

質 高い教育 中心 様々 目標 関連 い Ｓ Ｇｓ 誰一人取 残さ

い いう考え方 本計画 掲 市民一人 互い 認 合い 尊重 あい 支えあ

い 誰 自殺 追い込 い 生 生 暮 活気 あ 実現 いう基本理念

方向性 一致 い  

令和 2023 年度 本市 新 SDGs未来都市 選定さ SDGs

理念や目標等 関連付 施策 実施 通 SDGs 推進 努 い

本計画 掲 施策及 取組 推進 い SDGｓ 理念や目標等

念頭 引 続 地域や関係機関等 協働 生 支え 実

現 目指  

  

市民一人 互い 認 合い 尊重 あい 支えあい  

誰 自殺 追い込 い 生 生 暮 活気 あ 実現 
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－  数値目標 

 

 

 

  目標 算出根拠  

国 自殺総合対策大綱 い 掲 い 数値目標 令和８ 2026 年 自殺死亡率 平成 27

2015 年 比べ 30％以上減少させ い  

本市 前自殺対策計画 い 平成 29 2017 年 自殺死亡率 17.5 あ 令和

８ 2028 年 目標 自殺死亡率 12.25以下 30％以上減少 令和 2023 年

14.8 15％減少 設定 令和 年 自殺死亡率 14.8 一旦 目標値 達成

令和 年 19.1 目標値 達成 至 せ  

自殺者 ゼロ 近 当然 現在 自殺者数 増加傾向 あ や国や兵庫県

目標設定値 踏 え 本市 目標 い 平成 29年 2017年 自殺死亡率 30％以上減少

させ 令和 10年 2028年 12.25以下 目指  

 

   

 

 

       

 

 

 

 ※自殺死亡率：人口 10万人当 自殺者数 

  

令和 10 2028 年度 平成 29 2017 年度 自殺死亡率 17.5  

30％以上減少させ 12.25以下 目指  

令和 10年目標 

2028年  

12.25以下 

令和 5年目標 

2023年  

14.8 

15％減少 

30％以上減少 

平成 29年 

2017年  

17.5 
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－  自殺対策及び計画の推進体制 

本市 自殺対策 推進体制 最上位 組織 副市長 本部長 務 部長級職員 構成

さ 加古川市自殺対策推進本部 以下 推進本部 いう 推進本部 自殺対策推進本部

会議 開催 計画 進捗管理や 施策 調整及 推進 関係機関 連携 強化等 全庁的 取組

生 包括的 支援 推進 あ 関連 施策 総合的 円滑 推進

 

市役所内 自殺対策関係課 構成さ 自殺対策連絡会議 い 引 続 保健 医療

福祉 教育 労働そ 他 関連施策 有機的 連携 図 総合的 自殺対策 実施 情報や

課題 共有 行い 効果的 推進 必要 応 実務担当者 ワーキン チー

ム い 事例検討等 行う 効果的 実践 行え う 努  

さ 市役所内各部局 い 自殺対策 取組 推進 市役所外 関係機関 連携

図 さ ネットワー 強化 努  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

副市長を中心 た各関係部局長 構成 

自殺対策推進本部会議を開催 

生 こ の包括的 支援を全庁的 総

合的 つ 滑 推進 

関係各課 情報や課題の共  

保健、医療、福祉、教育、労働その他の

関連施策 の 機的 連携 

必要 応 ワ キン チ ムを開催 

各課の業務 け 自殺対策の推進 

自殺対策連絡会議 

自殺対策推進本部 

       成 31 4

 

市役所 各部局 

 

既存のネットワ  

関係機関 

 

既存のネットワ  

関係機関 

連携 

連携 

連
携 
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－  各主体の役割 

 本市 い 生 支援 関連 取組 推進 各主体 以下 う 役割 担え 社

会 目指  

各主体 役 割 

市  民 

自殺 追い込ま いう危 「誰 起 う 危 」 あ 、 場合

誰 援助 求 適当 あ いう 理解 、危 陥 人

心情や背景へ 理解 深 う努 。ま 、自 、家

族・地域・職場等、周囲 人 不調 気 、適切 対処

う 。 

学校関係 

児童生徒等 健康 く や生 力 育 教育 推進、

児童生徒 ＳＯＳ 見逃さ い教職員 研修等 行い、児童生徒等 自殺予防 取

組 。 

企  業 
ワーク・ライフ・バランスやメンタルヘルスケア 中心 健康 く

進 、働 や い職場 く 努 、勤労者 自殺予防 取 組 。 

医療 関・ 

福祉関係事業所 

患者・利 者へ 適切 医療・ケア・サービス 提供 、自殺予防 向

、他 専門医療や、地域保健福祉 連携 図 。 

警察・ 

消防 関 

自殺 危険性 高い者 係 事案 認知 場合 、適切 対応 、

専門医療や地域保健福祉へ 等 連携 図 、危険性 高い者 自殺予防

取 組 。 

関係団体・ 

関係 関 

活動内容 特性等 応 積極的 自殺対策 関 業務・役割 遂行

、相互 連携 図 、自殺対策 取 組 。 

 

－  計画の検証・評価の仕組み 

 本市 自殺対策事業 市役所内各部局及 関係機関等 連携 効果的 実施さ い 検証

評価 行う 必要 応 目標達成 向 課題 整理 施策内容 見直 や改

善等 本市 自殺対策 Ｐ Ａサイ ル 確立 努  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan－計画― 

・基本理念の実現に向けた 生き 支
援関連施策 の組立 

・評価結果に基づき、改善案を施策へ
反映 

Action－改善― 

・評価結果に基づき、必要によ 施
策の見直し 

Check－評価― 

・施策の進捗把握 

・数値目標・評価指標の達成状況に
基づく進捗評価 

Do－実行― 

・基本理念の実現に向けた 生き 支
援関連施策 の推進 

・連携体制の構築 
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－  自殺者の現状 

自殺者数の推移 

全国や兵庫県 新型 ナウイ ス感染症流行後 令和 年以降増加傾向 あ 本市 全

国や兵庫県 遅 形 令和 年以降増加傾向 あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺死亡率 

本市 全国や兵庫県 比較 40・50・70歳代 80歳以上 自殺死亡率 高く い

全国や兵庫県 東播磨医療圏域 比較 男性 自殺死亡率 高く 就労状況別自殺死亡率

勤労・経営 高く い  
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総数 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

10万対
図 年齢別自殺死亡率 比較

加古川市 兵庫県東播磨医療圏 兵庫県 全国

第 章 加古川市の現状 課題 

★ 

★ 

★ 
★ 

年齢別自殺死亡率 平成29年～令和 年  

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

※自殺者 自殺 日 基 く集計 自殺死亡率 算出 総務省統計局 住民基本台帳 基 く 

人 人 動態及び世帯数を用い い  
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25.4

15.5
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平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和 年 令和 年 令和 年

人 10万人

当た 自殺者数(人

図 自殺者及び自殺死亡率 推移

加古川市 加古川市 兵庫県 全国

年間自殺者数及び自殺死亡率 推移  

 
(10万対) 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 
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※兵庫県東播磨 療圏 明石市 加 川市 高砂市 稲美町 播磨町   

 

性別・年齢別 

①性別の推移 

本市 自殺者 女性 男性 多く 令和 年以降 30名程度 横 い状態 一方 女性 自殺

者 令和 年以降増加 続 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別の年齢別自殺者数 

本市 自殺者 う 男性 40・50歳代 多く 女性 40・50歳代・70歳代 80歳以上

多い状況  
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人
図 加古川市 男女別自殺者数 推移

男性 女性

性別 自殺者数 推移 加古川市  
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図 男女別自殺死亡率 比較

加古川市 兵庫県東播磨医療圏 兵庫県 全国
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性別自殺死亡率 平成29年～令和 年   就労状況別自殺死亡率 平成29年～令和 年  
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★ 

★ 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

 

男女計 
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 性別の年齢構成 男性  

男性 年齢構成 全国や兵庫県 比較 東播磨医療圏域 本市 40歳代男性 割合 高く

い 東播磨医療圏域 比較 本市 50歳代男性 割合 高く い  

平均人口 年齢構成 大 く違い あ  
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加古川市(N=159)

兵庫県東播磨医療圏
(N=420)

兵庫県(N=3068)

全国(N=70431)

図 自殺者 比較 平成29年～令和 年 男性

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳代 80歳以上 不詳

自殺者 性別 年齢構成 男性 平成29年～令和 年  
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図 平成29年～令和 年 平均人口 男性

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代
60歳代 70歳代 80歳以上 合計

平均人口 年齢構成 平成29年～令和 年 男性  

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

0.3 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 
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 性別の年齢構成 女性  

女性 年齢構成 全国や兵庫県 東播磨医療圏域 比較 本市 20歳未満 20・30歳

代 60歳代女性 割合 低く 40歳代 70歳代 80歳以上女性 割合 高く い  

  平均人口 年齢構成 大 く違い あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.5

3.1

3.2

3.8

8.8

9.2

9.6

10.8

8.8

10.7

10.3

10.6

17.6

14.8

15.1

15.2

17.6

22.4

17.4

15.5

7.4

11.7

15.3

14.1

20.6

13.3

15.9

16.4

17.6

14.8

13.3

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市(N=68)

兵庫県東播磨医療圏
(N=196)

兵庫県(N=1463)

全国(N=33065)

図 自殺者 比較 平成29年～令和 年 女性

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代
60歳代 70歳代 80歳以上 不詳

自殺者 性別 年齢構成 平成 29 年～令和 年  女性  

 

17.4

17.4

16.4

16.2

9.3

9.4

9.3

9.6

11.0

11.3

10.8

11.3

14.8

14.7

14.6

14.3

12.3

12.2

12.6

12.3

13.5

13.1

13.0

13.1

13.1

13.0

12.8

12.5

8.6

8.9

10.4

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市

兵庫県東播磨医療圏

兵庫県

全国

図 平成29年～令和 年 平均人口 女性

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代
60歳代 70歳代 80歳以上 合計

平均人口 年齢構成 平成 29 年～令和 年 女性  

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

 

0.1 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 
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原因・動機別構成 自殺者一人につき つま 計上したも  

本市 男女 年齢 比例 健康問題 割合 高く い 男性 全国や兵庫県 同様

健康問題 経済・生活問題 割合 高く 女性 健康問題 家庭問題 割合 高く い

い 前計画策定時 同 傾向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

※構成比 原因 動機 回答数を自殺者数 除  

加 川市 人

兵庫県東播磨医療圏
人

兵庫県 人

全国 人

加 川市 人

兵庫県東播磨医療圏
人

兵庫県 人

全国 人

男
性

女
性

自殺者 原因・動機別内訳 比較 男性／女性

家
庭
問
題

健
康
問
題

経
済
・

生
活
問
題

勤
務
問
題

交
際
問
題

学
校
問
題

そ

他

不
詳

19.4 51.6 25.8 22.6 3.2 9.7 6.5 

17.3 40.7 14.8 12.3 1.2 1.2 4.9 6.2 

17.1 51.4 25.4 16.9 1.9 2.1 5.4 10.5 

19.6 49.6 28.0 17.3 3.3 2.7 8.1 13.7 

15.8 78.9 5.3 5.3 10.5 

21.3 68.1 2.1 2.1 4.3 6.4 

22.9 83.7 8.2 1.9 2.8 2.2 3.4 7.2 

26.5 76.7 7.9 6.1 4.8 2.6 7.6 9.4 

％  

自殺者 原因・動機別内訳 比較 令和 年  男性/女性  
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参考：全国 自殺者 原因・動機別構成 令和 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

歳～ N=

不  詳 N=

合  計

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

～ 歳 N=

歳～ N=

不  詳 N=

男性

女性

図 全国 性別・年齢階級別 原因・動機 複数回答 ま

家
庭
問
題

健
康
問
題

経
済
・
生
活
問
題

勤
務
問
題

交
際
問
題

学
校
問
題

そ

他

19.6 49.5 28.0 17.2 3.3 2.7 8.1 

21.1 19.2 4.1 8.0 9.9 48.3 17.0 

13.2 28.4 25.6 23.8 9.7 9.7 10.3 

20.3 35.1 33.7 25.8 5.5 0.2 7.7 

21.3 40.6 35.6 27.2 3.8 0.1 7.6 

20.8 43.9 38.3 22.9 2.0 6.5 

19.5 56.1 34.4 11.2 0.7 7.4 

17.5 78.0 16.7 3.1 0.3 7.4 

22.9 81.6 6.4 1.0 0.2 9.0 

2.4 2.4 

26.5 76.7 8.0 6.0 4.8 2.6 7.6 

20.4 39.8 1.8 2.4 10.2 38.9 10.5 

16.0 58.2 8.8 14.7 18.7 6.9 8.5 

31.3 68.7 9.5 10.4 10.2 0.1 6.2 

33.3 73.9 11.4 10.1 4.6 4.9 

30.8 76.1 11.3 7.5 2.0 7.7 

24.6 86.8 7.2 2.0 0.3 7.3 

24.8 92.4 5.6 0.6 0.2 7.1 

24.5 89.1 3.6 0.1 10.6 

14.3 

全国 性別・年齢階級別 原因・動機 自殺者一人 ま 計上 た  

％  

合 計 N＝7135  

資料： 自殺 統計：各 状況 和 厚生労働省 

 

※ タ 発見日 ベ ス 前記 自殺者 原因 動機別構成 和 自殺日 タ 誤差 あ  
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職業別構成 

全国や兵庫県 東播磨医療圏域 比較 本市 男性 自営業・家族従事者 割合 やや高く

前計画策定時 比較 高く い 女性 年金・雇用保険等生活者 学生 割合

高く 前計画策定時 比較 高い状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.1

8.8

8.5

8.6

35.2

36.2

35.2

36.8

3.8

3.8

4.3

4.3

5.0

6.2

4.1

4.0

25.2

27.9

27.7

22.9

19.5

16.4

19.0

22.1

1.3

0.7

1.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市

兵庫県東播磨医療圏

兵庫県

全国

図 自殺者 職業別 比較 平成29年～令和 年 男性

自営業・家族従業者 被雇用者・勤 人
学生 主婦
失業者 年金・雇用保険等生活者
そ 他無職 不詳

自殺者 職業別構成 平成29年～令和 年 男性  

1.5

1.5

2.3

2.5

17.6

20.5

18.2

19.8

7.4

5.6

4.6

4.8

13.2

13.8

14.5

17.0

1.5

0.5

1.1

1.3

50.0

40.0

39.2

30.4

8.8

17.9

19.8

23.5

0.0

0.0

0.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加古川市

兵庫県東播磨医療圏

兵庫県

全国

図 自殺者 職業別 比較 平成29年～令和 年 女性

自営業・家族従業者 被雇用者・勤 人
学生 主婦
失業者 年金・雇用保険等生活者
そ 他無職 不詳

自殺者 職業別構成 平成29年～令和 年 女性  

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 
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自殺未遂歴 有無 

自殺未遂歴 推移 

自殺者 う 自殺未遂歴 あ 者 割合 全国や兵庫県 東播磨医療圏 比較 本市 い

年 低い状況  

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

 

 

性別 自殺未遂歴 有無 

自殺者 う 自殺未遂歴 あ 者 女性 約 割あ 男性 比較 約 倍 一

方 前計画策定時 比較 自殺未遂歴 あ 者 割合 男女 低く い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

17.0
18.9

10.9 10.3

14.3

19.3 20.2
19.7 21.1

20.119.0

19.3

18.5
19.8

20.5

5

10

15

20

25

平成29年 平成30年 令和元年 令和 年 令和 年

％
自殺者数 う 自殺未遂歴 あ 者 割合

加古川市 兵庫県 全国

9.4

26.5

83.6

67.6

6.9

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

図 自殺未遂歴 有無 平成29年～令和 年 加古川市

あ 不詳 合計

自殺未遂歴 有無 平成29年～令和 年  加古川市  
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同居人 有無 

自殺者 う 男性 割以上 女性 約 割 同居人 い わ 前計画策定

時 同程度 割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 地域 け 自殺 基礎資料 厚生労働省 

  

64.2

76.5

35.8

23.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

図 同居人 有無 平成29年～令和 年 加古川市

あ 合計

同居人 有無 加古川市 平成29年～令和 年  

8.2

10.6

7.2

9.5

4.5

9.7

8.8

5.6

10.4

8.0

5.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

60歳代 70歳代 80歳以上

％

図 60 歳以上 全自殺者 ける 同居人
い い 者 割合 男性・年齢別

加古川市 兵庫県東播磨医療圏 兵庫県 全国

7.1

1.2

4.7

2.7

5.4

6.3

2.9

4.3 4.52.8

4.3 4.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

60歳代 70歳代 80歳以上

％

図 60 歳以上 全自殺者 ける 同居人 い
い 者 割合 女性・年齢別

加古川市 兵庫県東播磨医療圏 兵庫県 全国

60 歳以上 全自殺者 け 性別・年齢別 同居人 い い 者 割合  

男性  女性  
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国から提供さ た加古川市 自殺 特徴 

国 地域 主 自殺 特徴 示さ 本市 自殺 実態 以下 性別 年代

就労 有無 同居人 有無 自殺者数 多い 区分 示さ い  

 

 

主 自殺 特徴 加古川市 平成29年～令和 年  

 

・兵庫県加古川市 住居地 2017～2021年 自殺者数 合計 227 人 男性 159 人 女性 68 人
あ 厚生労働省 地域 け 自殺 基礎資料 自殺日・住居地 集計  

 

地域 主 自殺者 特徴 2017～2021 年合計 公表可能  ＜特別集計 自殺日・住居地 ＞ 

自殺者 特性上位 分 

自殺
者数 

(5

計) 

割合 
自殺死亡率* 

(10万対) 
背景 あ 主 自殺 危機経路** 

1位:男性 60歳 上無職同居 26 11.5% 25.5 
失業 退職 →生活苦＋介護 悩 疲 ＋身体
疾患→自殺 

2位:男性 40～59歳 職同居 26 11.5% 18.2 
配置転換→過労→職場 人間関係 悩 ＋仕事 失
敗→う 状態→自殺 

3位:男性 60歳 上無職独居 20 8.8% 125.4 
失業 退職 ＋死別 別→う 状態→将来生活へ
悲観→自殺 

4位:女性 60歳 上無職同居 19 8.4% 12.0 身体疾患→病苦→う 状態→自殺 

5位:男性 20～39歳 職同居 18 7.9% 19.8 
職場 人間関係／仕事 悩 ( ック企業)→パワ
ハ ＋過労→う 状態→自殺 

 

 資料：警察庁自殺統計原票 タを厚生労働省 自殺対策推進室 特別集計 

分 順位 自殺者数 多い順 自殺者数 同数 場合 自殺死亡率 高い順  

* 自殺死亡率 算出 用い 人 母数 総務省 和 国勢調査 就業状態等基本集計を基 JSCP

推計  

** 背景 あ 主 自殺 危機経路 イ ンク 自殺実態白書 2013 を参考 推定 詳細
付表 参考表 参照 自殺者 特性別 見 表的 考え 経路 一例を示 記載 経路
唯一 いこ 留意い い  

 

資料： 地域自殺実態 イ 2022 自殺総合対策推進センタ  
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新型コロナウイルス感染症拡大前後 比較 

全国や兵庫県 傾向 違い 本市 自殺者数 男性 令和 2020 年 60歳以上 令和

2021 年 40・50歳代 い 年平均 比較 増加 い 女性 令和 ・ 2020・

2021 年 い 20～50歳代 年平均 比較 低く い 又 横 い状態  

 

 

 

 

－  市民のこころの健康 関 状況 

 睡眠 休養の状況 

睡眠 休養 十分 い あ あ い 割合 男女 平成 29 年 比

較 低く い 一方 あ い い 割合 男女 高く 男性

い い 割合 高く い  

 

 

-1.2 -1.2

0

4

0

-0.4

-2.4
-1

-6.2

0

-1.2 -1.2

2

0 0 0.6

-1.4

0

-4.2

0

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

20歳未満 20～39歳 40～59歳 60歳以上 年齢不詳 20歳未満 20～39歳 40～59歳 60歳以上 年齢不詳

人

男性 女性
コ ナ感染拡大前5年平均 差2020 コ ナ感染拡大前5年平均 差2021

25.6

22.7 

27.8

24.1 

23.7

21.6 

50.7

48.1 

49.0

46.0 

52.2

50.0 

17.8

19.2 

17.5

18.2 

17.9

19.6 

4.4

5.1 

4.1

6.3 

4.8

4.3 

1.5

4.9 

1.5

5.4 

1.4

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年(N=2125)

令和 年(N=1906)

平成29年(N=906)

令和 年(N=763)

平成29年(N=1195)

令和 年(N=1067)

合
計

男
性

女
性

十分 い まあまあ い あま い い
い い 無回答 合計

睡眠 休養 状況  

資料： 地域自殺実態 イ 2022 自殺総合対策推進センタ  

型コ ナウイ ス感染症拡大前 年平均自殺者数 比較 加古川市 ※  

※加古川市 2020年及び 2021年 男女別・年齢階級別 自殺者数 い  

感染症拡大前 年間 2015年 2019年 自殺者数 平均 差 示 い  

合 計 

男 性 

女 性 

資料：加 川市 健康 食 い ン 成 29 和  
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ス スを感 た割合 年齢別  

性別内訳の比較 

 最近 月間 スト ス 感 い 平成 29年 比較 全体・男女 く感

時々感 割合 低く い 大 く 変わ い状況 男女 比較 平

成 29年 同 く女性 方 スト ス 感 割合 高く い  

 

 

 

年齢別内訳の比較 

 最近 月間 スト ス 感 い 平成 29年 比較 年代別 18～19歳 40歳

代 50歳代 70歳代 く感 割合 高く い 18～19歳 20～50歳代

く感 時々感 割合 高く い  

 

22.0

21.1 

18.5

15.6 

24.9

24.8 

46.1

43.8 

42.6

41.0 

48.7

46.5 

23.6

25.1 

29.2

30.8 

19.3

20.5 

6.5

4.8 

7.9

7.2 

5.2

3.2 

1.8

5.2 

1.7

5.4 

1.8

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年(N=2125)

令和 年(N=1906)

平成29年(N=906)

令和 年(N=763)

平成29年(N=1195)

令和 年(N=1067)

合
計

男
性

女
性

く感 た 時々感 た あま 感 た 全く感 た 無回答 合計

22.0

21.1

11.5

28.6

39.2

36.7

40.4

34.9

34.9

38.8

23.6

30.6

13.6

13.9

9.0

10.5

12.8

9.3

46.1

43.8

42.3

57.1

42.3

44.3

46.3

42.5

47.5

43.9

55.4

47.7

48.8

45.9

41.4

45.5

39.8

35

23.6

25.1

30.8

7.1

13.1

16.5

10.6

15.1

16.6

12.6

18.1

18.1

28.7

33.1

36.3

29.3

25.5

36.3

6.5

4.8
7.7

0.0

3.8

2.5

1.8

3.8

1.0

1.9

2.9

0.9
7.7

2.4
10.3

7.2

15.8

11.9

1.8

5.2

7.7

7.1

1.5

0.0

0.9

3.8

0.0

2.8

0.0

2.8

1.2

4.7

3.0

7.5

6.1

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年(N=2125)

令和 年(N=1906)

平成29年(N=26)

令和 年(N=14)

平成29年(N=130)

令和 年(N=79)

平成29年(N=218)

令和 年(N=106)

平成29年(N=295)

令和 年(N=214)

平成29年(N=276)

令和 年(N=216)

平成29年(N=418)

令和 年(N=296)

平成29年(N=399)

令和 年(N=400)

平成29年(N=196)

令和 年(N=226)

合
計

1
8
～

1
9

歳
2
0
～

2
9

歳
3
0
～

3
9

歳
4
0
～

4
9

歳
5
0
～

5
9

歳
6
0
～

6
9

歳
7
0
～

7
9

歳
8
0
歳
以

上

く感 た 時々感 た あま 感 た 全く感 た 不明・無回答 調査数

資料：加 川市 健康 食 い ン 成 29 和  

ス スを感 割合 齢別  

ス スを感 割合 齢別  

資料：加 川市 健康 食 い ン 成 29 和  

合 計 

18～19 

歳 

20～29 

歳 

30～39 

歳 

40～49 

歳 

50～59 

歳 

60～69 

歳 

70～79 

歳 

80歳 

上 

合 計 

男 性 

女 性 
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悩みやス ス 困った時の相談先 あ ま も すべ を選択  

相談先の内訳 

悩 スト ス 困 時 相談先 全体 家族 57.8％ 最 高く 友人・知人

38.0％ 職場 上司・同僚 11.7％ 続い い 性別 男女 家族 最 高く

い 男性 誰 相談 い 29.1％ 次 高く い 年代別 20歳代

友人・知人 62.0％ 最 高い いう特徴 あ  

80 歳以上 家族 52.2％ 次い 誰 相談 い 23.9％ 高く い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合計(N=1906)

男(N=763)

女(N=1067)

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

問４８ あ 悩 苦労 ストレス 不満 あっ 誰 相談し あ るも べ
〇

家
族

友
人
・
知
人

地
域

人

職
場

上
司
・
同
僚

市
役
所

公
的
機
関

イ
ン
タ
ー
ネ

ト

サ
イ
ト

医
療
機
関

そ

他

誰

も
相
談
し

い

無
回
答

57.8 38.0 1.8 11.7 0.7 1.2 4.5 1.1 19.7 5.5 

52.6 22.4 1.0 10.7 0.5 1.3 4.7 0.9 29.1 6.2 

61.5 49.2 2.4 12.5 0.8 1.0 4.0 1.2 13.2 5.0 

57.1 50.0 7.1 14.3 7.1 

59.5 62.0 1.3 21.5 1.3 1.3 5.1 1.3 15.2 

71.7 42.5 17.9 0.9 1.9 0.9 16.0 4.7 

68.7 51.4 1.4 26.2 0.9 2.3 3.7 0.9 14.5 3.3 

60.2 39.4 0.5 20.8 0.9 4.2 0.5 17.6 2.3 

60.5 37.5 1.0 11.1 0.7 3.4 1.0 17.2 5.7 

47.3 34.0 3.0 0.8 0.5 1.0 4.5 1.3 25.3 7.5 

52.2 21.7 3.1 0.4 1.3 1.8 9.3 3.1 23.9 8.8 

悩 やスト ス 困 時 相談先 性別/年齢別  

資料：加 川市食 健康 い ン 和  

％  
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相談 い理由 あ ま も すべ を選択  

 悩 苦労 スト ス 不満 あ 誰 相談 い 理由 い 相談 ほ

い 除く 相談 抵抗 あ 23.5％ 相談先 わ い 5.6％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：加 川市 健康 食 い ン 和  

合計(N=375)

男(N=222)

女(N=141)

18～19歳(N=2)

20～29歳(N=12)

30～39歳(N=17)

40～49歳(N=31)

50～59歳(N=38)

60～69歳(N=51)

70～79歳(N=101)

80歳以上(N=54)

問４８-2 問４８ 9.誰 も相談し い 選 方 し そ 理由 何 あ るも
べ 〇

相
談
す
る
ほ

い

相
談
す
る
こ

抵
抗

あ
る

相
談
先

わ

ら

い

そ

他

無
回
答

60.3 23.5 5.6 14.9 2.1 

65.8 17.1 5.9 14.0 1.8 

50.4 33.3 5.0 17.0 2.8 

100.0 50.0 

33.3 41.7 25.0 

47.1 47.1 23.5 

41.9 32.3 12.9 19.4 3.2 

55.3 36.8 7.9 13.2 2.6 

68.6 19.6 5.9 9.8 

60.4 18.8 5.0 15.8 1.0 

68.5 18.5 9.3 5.6 

誰 も相談 い理由 年齢別  

％  
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ス ス対処の状況 

スト ス 対処 い い 感 割合 男女 あ 差 い 年代 若いほ 高い傾向 あ

特 18～19歳や中学生 30・40歳代 高く い  

 

  

6.6 

6.9 

6.4 

24.2 

22.0 

21.4 

10.1 

12.3 

6.1 

6.5 

3.7 

7.5 

6.2 

61.4 

60.8 

62.2 

37.5 

44.7 

28.6 

62.0 

56.6 

61.2 

58.8 

72.6 

61.3 

54.4 

18.8 

17.3 

19.6 

24.8 

22.5 

35.7 

20.3 

22.6 

23.8 

25.5 

10.1 

17.5 

15.0 

3.9 

3.8 

3.9 

8.8 

7.0 

7.1 

3.8 

4.7 

5.6 

4.2 

5.1 

2.8 

2.2 

3.9 

5.5 

2.8 

4.1 

3.6 

-

2.5 

0.5 

1.9 

3.4 

4.5 

12.8 

5.4 

5.6 

5.1 

0.6 

0.3 

7.1 

1.3 

3.8 

2.8 

3.2 

5.1 

6.5 

9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計 一般 N=1906)

男 N=763)

女 N=1067)

中学 N=339)

高校 N=387)

18～19歳 N=14)

20～29歳 N=79)

30～39歳 N=106)

40～49歳 N=214)

50～59歳 N=216)

60～69歳 N=296)

70～79歳 N=400)

80歳以上 N=226)

十分対処 い 対処 い あま 対処 い い
対処 い い ストレス 感 い い 無回答
合計

資料：加 川市食 健康 い ン 和  

スト ス対処 状況 年代別  
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新型 ナウイ ス感染症の影響 

新型 ナウイ ス感染症流行前 比較 全体 スト ス 変わ い 63.3％

最 高く 次 スト ス 増え 24.1％ スト ス 減 3.7％ いう結果

スト ス 増え 答え 人 男性 女性 多く 20～40歳代 割合 高く い

 

 

 

ー キーパーの認知度 市民対象  

ートキーパー 言葉 意味 知 今回初 知 含 83.4％ 最 多く

言葉 意味 知 い 6.4％ 言葉 知 い 意味 知 5.1％ 続い

い  

 

  

24.1 

15.6 

30.1 

21.4 

40.5 

39.6 

32.7 

28.2 

19.9 

19.5 

9.3 

63.3 

72.6 

57.1 

71.4 

53.2 

56.6 

60.7 

66.7 

68.9 

64.8 

58.0 

3.7 

3.7 

3.8 

7.1 

3.8 

3.8 

4.2 

1.4 

4.7 

4.3 

4.4 

8.9 

8.1 

9.0 

2.5 

2.3 

3.7 

6.4 

11.5 

28.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1,906)

男(N=763)

女(N=1,067)

18～19歳(N=14)

20～29歳(N=79)

30～39歳(N=106)

40～49歳(N=214)

50～59歳(N=216)

60～69歳(N=296)

70～79歳(N=400)

80歳以上(N=226)

増え 変わ い 減 無回答 合計

6.4 5.1 83.4 5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計 N=1906)

言葉 意味 知 いた
言葉 知 いた 意味を知 た
言葉 意味 知 た 今回初 知 たこ 含
無回答

資料：加 川市 健康 食 い ン 和  

型コ ナウイ ス感染症の影響 スト ス  

キ パ 認知度 市民対象  

資料：加 川市 健康 食 い ン 和  
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－  その他関連 ータ 

人口と高齢化率 推移 

本市 総人口 平成 2 年 ピーク 減少 続 い 総人口 占 高齢人口 割合 増

加傾向 あ 令和 年 平成 25年 比 約 1.2倍 い 一方 高齢者 支え 15～

64歳 生産年齢人口 年々減少 令和 年 154,209人 今後 生産年齢世

代 人 支え 高齢者数 増加 見込  

 

高齢者世帯の推移 

高齢者世帯 令和 5年 18,278世帯 平成 28年 比 約 1.4倍 増加 核家族化

進行 結果 一人暮 高齢者や高齢者 世帯 増加 孤立 老老介護 増加 いく

推測さ  

 

38,666 37,868 37,293 36,464 35,679 34,803 34,060 33,290 32,715 32,081 

171,429 168,189 165,667 163,596 161,461 159,696 158,050 156,640 155,387 154,209 

61,594 64,622 66,675 68,583 70,115 71,398 72,398 73,311 73,864 74,021 

271,689 270,679 269,635 268,643 267,255 265,897 264,508 263,241 261,966 260,311 

22.7
23.9 24.7 25.5 26.2 26.9 27.4 27.8 28.2 28.4

0

5

10

15

20

25

30

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成25年
2013年

平成26年
2014年

平成27年
2015年

平成28年
2016年

平成29年
2017年

平成30年
2018年

令和元年
2019年

令和 年
2020年

令和 年
2021年

令和 年
2022年

％人 年齢 区分別人口 高齢化率 推移

0~14歳 15～64歳 65歳～ 総人口 高齢化率

6,908 7,021 7,315 7,748 8,178 8,742 9,115 9,460 

6,241 6,245 6,557 6,928 7,434 
8,223 8,411 8,586 126 123 130 

142 173 
217 218 232 

13,275 13,389 14,002 14,818 
15,785 

17,182 17,744 18,278 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和 年 令和 年 令和 年 令和 年

人 図 高齢者世帯 推移

一人暮 世帯 夫婦 世帯 そ 他世帯 合計

資料：住民基本台帳 各 10 日  

人 高齢化率 推移 加 川市  

資料： 居宅 高齢者等 実態調査 各 日現在 加 川市 
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生活保護受給者数の推移 

直近 年 生活保護受給者数 令和元年 2,206人 減少 令和 年 2,087人

令和 年 2,115人 増加 い  

  

生活保護 関 相談件数 

 生活保護 関 相談件数 新型 ナウイ ス感染症流行後 あ 令和 年 3,457件 前年

令和元年 比較 約 2.5倍 急増 い  

  

生活困窮 関 相談件数の推移 

 生活困窮 関 相談件数 生活保護 関 相談件数 同 く 新型 ナウイ ス感染症流

行後 あ 令和 年 1,660件 前年 令和元年 比較 約 3倍 急増 い  

  

2,200 2,206 2,138 2,087 2,115

1,000

1,500

2,000

2,500

H30 R1 R2 R3 R4

人 生活保護受給者数

1,368 1,404

3,457
2,884

1,708

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H30 R1 R2 R3 R4

件 生活保護 関 相談件数

551 518

1,660

1,085
718

0

500

1,000

1,500

2,000

H30 R1 R2 R3 R4

件 生活困窮 関 相談件数

資料：加 川市生活福祉課 

資料：加 川市生活福祉課 

資料：加 川市生活福祉課 
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自損行為 対 救急出動 関 ータ 

 本市消防本部管内 発生 自損行為 対 救急車 出動 件数 推移 年齢層別 平成

30年 令和 年 年間 少年 19歳以下 平均約 件 成人 20～64歳 平均約 90件 高

齢者 65 歳以上 平均約 24件 平成 25 年 平成 29年 年間 平均値 比較 い

年齢層 減少 い  

 

  

 

メンタ ヘ ス 関 相談件数 

 市民健康課 健康相談 う メンタ ヘ ス 関 相談件数 令和 年以降増加傾向 あ

月別 月 ～ 月頃 月頃 多い傾向 あ  

 

 

16
5 7

7
11

106

70

83

104

86

24 26 24
19

26

0

20

40

60

80

100

120

H30 R1 R2 R3 R4

人 自損行為 対 救急出動 年齢別人数

年少 19歳以下 成人 20～64歳 高齢者 65歳以上

9
3

10
12

2

10 8

17

12

16 15
18

18

13

22

14

24

19

26
23 26

27

42

33

26

19

24

22

35

47

23

22

20
21

27

21
24

25

39

25

34
28

25

19

18

28

20
29

0

10

20

30

40

50

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

人 メンタ ス 関 相談件数 延べ数

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

資料：加 川市消防本部 救急出動統計 

資料：加 川市市民健康課 
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－  加古川市 け 自殺の特徴 

自殺 実態 分析結果 うち 本市 特徴 以下  

加古川市 自殺者数 令和 年以降増加傾向 あ 女性 自殺者数 増加 比例 い  

全国や兵庫県 東播磨医療圏域 比較 加古川市 男性 40・50歳代 自殺者数 多い  

全国や兵庫県 東播磨医療圏域 比較 加古川市 70・80歳代 男女 自殺死亡率 高い  

原因・動機別 男女 健康問題 多く 男性 次い 経済・生活問題 勤務問題 女性 家

庭問題 勤務問題・学校問題 い  

職業別 男性 被雇用者・勤 人 約 割 女性 年金・雇用保険等生活者 約 割 割合

高い  

女性 自殺者 うち 自殺未遂歴 あ 人 約 割 男性 約 倍 あ  
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－  こころの健康 く のためのアン ー 調査の結果 

＜調査 目的＞ 

 自殺対策 誰 生 包括的 支援 受 う 保健 医療 福祉 教育

労働 そ 他関連施策 有機的 連携 図 大切 相談 人材育成 普及啓発 地域ネッ

トワーク 強化等 い 検討 悩 やスト ス 抱え 市民 関わ 機会 あ

人 以下 支援者 いう 対象 現在 取組や課題 確認 良い支援

資料 アン ート調査 実施  

＜調査 概要＞ 

調 査 名 こころの健康づく のためのアンケート調査 ～自殺対策に関係す 皆様へ～ 

調査対象 

行政 関・ 

教育 関等 

市役所内各部局、民生委員・児童委員、市民センター、認可保育

所、学校園、フ ースクー 、健康福祉事務所、警察、社会福祉協

議会、学習塾、教育事務所 等 

医療・福祉・ 

労働 関等 

医療 関、薬剤師会、地域包括支援センター、介護関係事業所、障

がい福祉サービス等事業所、訪問看護ステーション、総合保健セン

ター、 団体、労働関係 関 等 

企業 加古川市内に所在す 企業 

調査期間 令和５年７月 13日（木）～７月 31日（月） 

調査方法 郵送等によ 配布・回収 

   

調査対象 配布数 回収数 有効回答数 有効回答率 

行政 関・教育 関等 500件 400件 400件 80.0％ 

医療・福祉・労働 関等 300件 143件 142件 47.3％ 

企業 200件 76件 76件 38.0％ 

 

留意点  

分析結果 見 際 留意点 以下 通 い  

．アン ート結果 特 重要 あ 項目や本市 課題 え 項目 い 掲載 い  

．アン ート調査 調査対象者 行政機関・教育機関等 以下 庁内 いう 医療・福祉・

労働機関等 以下 医療・福祉 いう 企業 い 種別 分 調査 分析

中 アン ート結果 傾向 似 い 項目 い 合わ 掲載 い  

．アン ート調査内 いう 対象者 悩 健康・家庭・経済・勤務・学校・男女

問題等 生活上 悩 やスト ス 抱え い 人 表  

．単数回答 場合 本文及び図表 数字 関 小数点第 位以下 四捨五入 小数点

第 位 表記 い 百分率 合計 100.0％ い場合 あ  

．複数回答 場合 構成比 回答数 回答者数 母数 割 い 内訳 合計 100％

超え  

． n ＝ number 略 比率算出 母数 表 い  
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ー キーパー の認知度 

ートキーパー 知 い 者 割合 調査区分 庁内 最 高く 61.0％ あ 調査区分 医

療・福祉 49.3％ 調査区分 企業 32.9％  

 

 

 

 

対象者 自殺や自殺未遂 至った ース 

対象者 自殺や自殺未遂 至ったこ を知った後の支援者のこころの状態 

気分 落 込 自分 対応 正 悩 無力 感 者 割合 高く

前計画策定時 アン ート結果 同  

 

 

 

 

54.9 

61.0 

49.3 

32.9 

44.5 

38.5 

49.3 

67.1 

0.6 

0.5 

1.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=618)

庁内(N=400)

医療福祉(N=142)

企業(N=76)

あ い 無回答 合計

48.1 

1.9 

9.6 

44.2 

67.3 

3.8 

13.5 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

気持 落 込

眠 く

不安感 強く

無力感 感

自分 対応 正 悩

そ 他

特 変化 い

無回答

キ パ 認知度 市民対象  

対象者 自殺や自殺未遂 至 こ を知 後 ここ 状態 全体  
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 こころの状態の解決 

何 状態 変化 生 後 解決 者 割 あ 前計画策

定時 アン ート結果 比較 増加 い  

 

 

 

 

 

 相談の困難感 

 相談を受け こ を困難 感  

相談 受 困難 感 やや感 者 割合 全体 約 割 超え

調査区分 企業 庁内 医療・福祉 順 高く い 相談 受 困難

感 い 者 割合 調査区分 企業 増加 医療・福祉 減少 い  

 

 

 

  

69.2

67.4 

23.1

30.2 

7.7

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年(N=39)

令和 年(N=43)

い いいえ 無回答 合計

24.4 

24.8 

23.9 

23.7 

50.2 

52.0 

43.0 

53.9 

19.9 

18.5 

24.6 

18.4 

2.4 

1.8 

4.9 

1.3 

3.1 

3.0 

3.5 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=618)

庁内(N=400)

医療福祉(N=142)

企業(N=76)

も感 やや感 あ 感 い

全く感 い 無回答 合計

ここ 状態 解決 全体  

相談を受け こ を困 感  
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 相談を受け こ を困難 感 理由 

 相談 受 困難 感 理由 い 命 関わ 相談 責任 感 対応方法 わ

い 問題 複雑 解決 い 割合 高く 前計画策定時 アン ート結果 同

命 関わ 相談 責任 感 割合 全調査区分 増加 い  

 

 

 

 関係機関 の連携 

 連携 機会の有無 

 関係機関 連携 機会 い 調査区分 庁内 医療福祉 割以上 あ 調査区分

企業 約 割 前計画策定時 アン ート結果 同様 割合  

 

 

 

48.8 

19.5 

29.3 

42.5 

9.5 

19.7 

63.1 

4.8 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

う 対応 い わ い

案内 相談先・社会資源 わ い

相談・応対 時間

対象者 問題 複雑 解決 い

コン ライアンス※ 不良 対応 難 い

家族やサポート キーパーソン い い

命 関わ 相談 責任 重さ 感

そ 他

無回答

65.4 

71.8 

63.4 

35.5 

34.3 

27.8 

36.6 

64.5 

0.3 

0.5 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=618)

庁内(N=400)

医療福祉(N=142)

企業(N=76)

あ い 無回答 合計

相談を受け こ を困 感 理由 全体  

連携 機会 無  
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  ②連携 困難感 

 関係機関 連携 困難 感 やや感 者 割合 調査区分 庁内 企

業 約 割 調査区分 医療・福祉 約 割 あ 前計画策定時 アン ート結果 比較

い 増加 い  

 

 連携 い い理由 いくつ も選択可  

関係機関 連携 い い理由 相談 受 い 連携 ほ 複雑 ース

い 関係機関 連携 い わ い 割合 高く 前計画策

定時 アン ート結果 同 傾向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6 

3.8 

8.6

4.4 

5.3

3.7 

26.5 

28.6 

32.3

41.1 

10.5

22.2 

54.5 

54.4 

44.1

45.6 

60.5

48.1 

9.0 

4.2 

11.8

5.6 

21.1

22.2 

6.5 

9.1 

3.2

3.3 

2.6

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年(N=279)

令和 年(N=287)

平成30年(N=93)

令和 年(N=90)

平成30年(N=38)

令和 年(N=27)

庁
内

医
療
福
祉

企
業

も感 やや感 あ 感 い
全く感 い 無回答 合計

連携を困 感  

合計 N=

庁内 N=

医療福祉 N=

企業 N=

問 － 問 . 回答さ た方 尋 ま 連携 い い理由 何 いく も

関
係
機
関

連
携

ば

い

わ

い
連
携
を

ほ

複
雑

ケ
ー

ス

い

多
忙

連
携
を

余
裕

い

連
携

必
要

う

わ

い

自
分

役
割

い

本
人
や
家
族

同
意

得

い

関
係
機
関

関
係
性

課
題

あ

相
談
を
受

た

い

そ

他

無
回
答

21.2 36.8 3.3 8.5 8.0 4.2 1.4 43.9 4.7 12.7 

14.4 42.3 0.9 7.2 8.1 1.8 52.3 3.6 10.8 

28.8 26.9 9.6 5.8 11.5 7.7 5.8 30.8 7.7 15.4 

28.6 34.7 2.0 14.3 4.1 6.1 38.8 4.1 14.3 

連携 い い理由  ％  

庁内 

医療福祉 

企業 
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自殺対策 け 課題 いくつ も選択可  

自殺対策 課題 対象者 理解や対応方法 い 普及・啓発 精神疾患 う ・

統合失調症・依存症等 関 知識 普及・啓発 割合 高く い 特 今 相談

者 対応 あ 相談者 中 対応 後 自殺や自殺未遂 至 いう経験 あ 者

経験 い者 比 自殺者 家族 支援 自殺未遂者 支援 課題 あ 感 い 人

割合 高い傾向 あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計 N=

庁内 N=

医療福祉 N=

企業 N=

問 自殺対策 推進 い 課題 あ 感 あ ま いく も

対
象
者

理
解
や
対
応
方
法

い

普

及
・
啓
発

精
神
疾
患

う

・
統
合
失
調
症
・
依
存
症

等

関

知
識

普
及
・
啓
発

自
殺
者

家
族
へ

支
援

関
係
機
関

連
携

た
支
援
体
制

く

相
談
先
や
社
会
資
源

周
知
及
び
活
用

地
域
住
民

絆

気

く
・

・
見
守

対
象
者
へ

地
域

的

支
援

健
康

く

関
わ

人
材

量
・

質 自
殺
未
遂
者
へ

支
援

そ

他

特

い

無
回
答

51.8 50.6 30.9 45.8 39.3 29.1 24.4 37.4 27.5 5.5 1.3 2.3 

51.3 48.0 29.5 48.3 38.5 33.0 26.5 39.0 27.8 4.8 2.0 2.8 

54.2 55.6 41.5 47.2 47.2 25.4 25.4 34.5 32.4 5.6 2.1 

50.0 55.3 18.4 30.3 28.9 15.8 11.8 34.2 17.1 9.2 

合計 N=

い N=

い い N=

わ い N=

自
殺
未
遂
者
へ

支
援

そ

他

特

い

無
回
答

問 － 問 . 回答さ た方 尋 ま 相談者 中 あ た 対応 た後 自殺や自殺未遂 至 た
方 いま た ×問 自殺対策 推進 い 課題 あ 感 あ ま いく も

対
象
者

理
解
や
対
応
方
法

い

普

及
・
啓
発

精
神
疾
患

う

・
統
合
失
調
症
・
依
存
症

等

関

知
識

普
及
・
啓
発

自
殺
者

家
族
へ

支
援

関
係
機
関

連
携

た
支
援
体
制

く

相
談
先
や
社
会
資
源

周
知
及
び
活
用

地
域
住
民

絆

気

く
・

・
見
守

対
象
者
へ

地
域

的

支
援

健
康

く

関
わ

人
材

量
・

質

50.2 49.1 36.1 53.9 43.9 30.5 27.9 46.5 34.6 4.5 1.5 1.1 

63.5 51.9 51.9 69.2 63.5 32.7 36.5 55.8 63.5 5.8 

47.1 48.9 29.9 47.7 36.2 27.0 23.6 43.1 25.9 4.6 1.7 0.6 

43.9 43.9 43.9 61.0 51.2 39.0 34.1 48.8 34.1 2.4 2.4 4.9 

自殺対策 い 課題 感 こ 相談者 自殺や自殺未遂 至 経験 無別  ％  

 
自殺対策 い 課題 感 こ  ％  
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こころの健康 く のためのアン ー 調査 わ 課題 

○人材養成 普及啓発の促進 

自殺 関連 や精神疾患 い 誤 た情報 様々 媒体を介 広 い 正 い情報を届

たい対象者 合 た手段・方法 引 続 発信 いく 必要 た 支援者 向 悩 応 た

相談窓口 い さ 周知を行う 相談 い わ い 生 困難感を軽

減 必要 あ  

精神疾患 い 正 い知識や相談窓口 い 啓発 自殺 危険性 高 い 人 対

適切 行動 ートキーパー 役割 い 広く周知 人材を養成 いく 自分自身又

家族や友人 い た大切 人 自殺や自殺未遂 危険性を下 必要  

 

○支援者 対 支援 

現状 自殺や自殺未遂者 増加傾向 あ 支援者 自殺 危険性 高い相談者 対応 機会

増加 い そ た 悩 や トレ 相談を受 あ 支援者 対 年齢や従事年数

関わ 支援者自身 負担増加 い う 支援者 対応力を高 機会 提供や ア等を行う

必要  

 

○連携体制の強化 

悩 や トレ い 相談を受 困難を感 理由 対象者 問題 複雑 解決

い 感 い 割合 高く 一カ所 機関や支援者 対応 困難 ー あ 絡 合う

様々 問題や課題 対応 関係機関 協力を得 解決 向 た支援 必要  

た 自殺や自殺未遂 至 た相談者 対応 た経験 あ 支援者 方 関係機関 連携 必要性を

感 い 特 自殺 危険性 高い相談者を支援 場合 関係機関 十分 連携 必要

連携 い 関係機関 い ムー 連携体制 構築を目指 連携

関係機関 あ 支援 切 い う関係機関 相談窓口や役割 い 情報を共有・周知

必要  

 

○自殺未遂者・自死遺族への支援 

自殺未遂者や自死遺族 死 心的距離 近く そう い人 比べ 自殺 危険性 高い状況

あ 一方 身近 人や周囲 人 相談 社会的 難 い環境 あ 自殺未遂者や

自死遺族 向 た支援 必要  
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－  評価指標による評価 

達成状況：○＝目標達成 ×＝未達成 －＝評価不可 

計画の数値目標 

指標 

前計画策定時値 

平成 29年 

2017年  

目標値 

令和 年 

2023年  

評価値 

令和 年 

2023年  

達成

状況 

自殺死亡率 

人口 10万対  
17.5 14.8以下 ● × 

 

取組に関する評価指標 

指標 

前計画策定時値 

平成 29年 

2017年  

目標値 

令和 年 

2023年  

評価値 

令和 年 

2023年  

達成

状況 

研修会・講 会等 満足度 い

肯定的 回答 参加者 割合 
90.0％程度 90.0％以上 

71.4～100％ 

令和 年度  
× 

支援者 うち こころ 健康 関 悩

い 相談先 知 い 人

割合 増加 

51.5％ 62.0％ 87.6％ ○ 

支援者 うち こころ 悩 持 人

気 いた際 悩 傾聴 意識や

他 相談窓口 意識 持 人

割合 

― 70.0％ 37.7％ × 

 

基本施策ごとの取組目標 

地域 ネッ ワーク 強化 

指標 目標値 毎年度  評価値 達成状況 

自殺対策推進本部会議 開催 回開催 令和 ～ 年度：各年度 回 〇 

自殺対策連絡会議 回開催 

令和 年度： 回開催 

令和 2年度： 回開催 

令和 3年度： 回開催 

令和 年度： 回開催 

令和 5年度： 回開催 

× 

 

第 章 前加古川市自殺対策計画の評価 
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自殺対策 支え 人材 育成 

指標 目標値 毎年度  評価値 達成状況 

こころ サポーター 

養成講座 開催 

ース 回

開催 年間 20

人 参加 

R 年度：参加人数 ９人 

R2年度：参加人数 16人 

R3年度：参加人数 10人 

R4年度：参加人数 16人 

× 

職員・関係団体等

対 ー キーパ

ー養成研修等 開催 

回開催 年間

100人以上参加 

R 年度：28回 延 1,443人 

R2年度：23回 延 507人 動画視聴 958回  

R3年度：27回 延 664人 動画視聴 694回  

R4年度：19回 延 464人 動画視聴 442回  

R5年度：●回 延●人 

〇 

 

市民一人 気 見守 促進 

指標 目標値 毎年度  評価値 達成状況 

相談窓口案内チ シ・カー 作成

配布 
2,000部 

R 年度：4,397部 

R2年度：6,625部 

R3年度：13,634部 

R4年度：13,934部 

R5年度：●部 

○ 

啓発 ー ッ 作成 配布 3,000部 

R 年度：7,896部 

R2年度：13,166部 

R3年度：8,319部 

R4年度：4,351部 

R5年度：●部 

○ 

 

生 こ 促進要因へ 支援及 阻害要因 減少 

指標 目標値 毎年度  評価値 達成状況 

各相談支援事業 継続 
各担当課 相談支援

事業 継続実施 

毎年度実施 進捗評価

継続実施 確認 
○ 

 

児童生徒 SOS 出 方 関 教育 

指標 目標値 毎年度  評価値 達成状況 

児童生徒 SOS 出 方

関 教育 継続 

継続実施 小学校 年生

中学校 年生 自殺予防

関 相談啓発ハン ック

配布  

R1年度：小学校 年生～

中学校 年生 実施 

R2～4 年度：小学校 ～

中学校 実施 

○ 
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－  生きる支援の関連施策 における評価 

 自殺対策 係 取組 生 支援 関連施策 位置 毎年度 取組内容 達成度 い 進

捗管理 行い た 結果 以下  

 

取組事業数 

前計画：基本施策 174事業 うち 重点的 取組内容 103事業 

本計画：基本施策●事業 重点施策●事業 計●事業 

 

事業 達成度 

 達成度 

◎ ○ △ ▲ × ― 評価不可 

令和 年度 86.2% 6.9% 1.1% 0% 0% 5.2% 0.6% 

令和 年度 83.6% 9.4% 1.2% 0.6% 2.3% 1.7% 1.2% 

令和 年度 72.5% 13.5% 1.8% 0% 2.3% 0% 9.9% 

令和 年度 80.1% 10.0% 1.2% 0% 2.3% 0% 6.4% 

前計画 評価 73.0％ 23.0％ 1.1％ 2.9％   

 

 

 

 

 

 

 

 

－  前計画の評価 

・ 生 支援 関連施策 取組 実行 効果的 取 組 い 割合 約 割 最

高 い  

・計画 数値目標 あ 自殺死亡率 14.8 令和 年 達成 た そ 後 国や兵庫県 追い

形 増加 転 目標未達成 い  

 

 

 

記号説明 

 ◎：達成度 80-100％ 実行 効果的 取 組 い  

 ○：達成度 50-79％ 実行 た 課題 あ  

 △：達成度 20-49％ 十分 実行 い い  

 ▲：達成度 1-19％ ほ 実行 い い  

 ×：達成度 0％ 実施  

 ―：事業終了 

 評価不可： 対象者 や 新型 ウイ ス 影響 実施 た 等 
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－  基本方針 

基本理念 市民一人 互い 認 合い 尊重 あい 支えあい 誰 自殺 追い込

い 生 生 暮 活気 あ 実現 目指 自殺総合対策大綱 示

基本方針 沿 総合的 自殺対策 推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 
市民一人 お互いを認 合い、尊重 あい、 支えあい、誰 自
殺 追い込ま の い 生 生 暮 活気のあ まち の実現 

生 の包括的 支援 推進  

関連施策 の有機的 連携を強化 総合的 取 組  

対応の段階 応 ベ の対策を効果的 連動 せ  

実践 啓発を両輪 推進  

関係機関の役割を明確化 、その連携・協働を推進  

自殺者等の名誉及 生活の平穏 配慮  

 

生

支
援
の
関
連
施
策 

基本方針 

子

・
若
者
の
自
殺
対
策
の
推
進 

 

女
性
の
自
殺
対
策
の
推
進 

 
 

 
 

 

高
齢
者
の
自
殺
対
策
の
推
進 

 
 

 
 

生
活
困
窮
者
の
自
殺
対
策
の
推
進 

 
 

労
働
者
の
自
殺
対
策
の
推
進 

 
 

 
 

基本施策 ：地域 おけ ネットワークの強化 

第 章 第 次加古川市自殺対策計画 

基本施策 ：自殺対策を支え 人材の育成 

基本施策 ：生 の促進要因への支援及 阻害要因の減少 

基本施策 ：児童生徒のＳＯＳの出 方 関 教育 

基本施策 ：市民一人 の気 見守 の促進 
基本施策 

重点施策 

(重点対象) 
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生 の包括的 支援 推進   

自殺 危険性 自己肯定感や信頼 人間関係 危機回避能力等 生 促進要因 自

殺 対 保護要因 失業や多重債務 生活困窮等 生 阻害要因 自殺

要因 上回 高 自殺対策 生 阻害要因 減

生 促進要因 増や 取組 行い 双方 取組 通 自殺 危険性 低下

必要 あ  

自殺 多 追い込 末 死 あ 多 防 社会的 問題 あ

基本認識 自殺対策 自殺防止や遺族支援 い 狭義 捉え方 生 支援

関 地域 あ ゆ 取組 総動員 生 包括的 支援 推進  

 

関連施策 の有機的 連携を強化 総合的 取 組   

自殺 追い込 う い 人 生 選択 安心 生活 送 う

精神保健的 視点 様々 分野 施策 人々 組織 密接 連携 等社

会・経済的 視点 含 包括的 取組 必要 有機的 連携 図 自殺 要因 う 生

活困窮 児童虐待 性暴力被害 性 多様性等 関連 分野 い 支援 あ 人々

自殺対策 一翼 担 い いう意識 共有 図  

 

対応の段階 応 の対策を効果的 連動 せ   

自殺対策 個々人 問題解決 取 組 相談支援 行う 対人支援 問題 複合

的 抱え 人 包括的 支援 関係機関 実務的 連携 い 地域連携

法律 大綱 計画等 枠組 整備や修正 い 社会制度 いう 分

考え 総合的 推進 重要  

時系列的 対応 施策 自殺 危険性 低い段階

啓発等 事前対応 現 起 あ 自殺発生 危機 介入 危機対応 自殺や自

殺未遂 生 場合等 事後対応 段階 い 施策 講 必要 あ

社会全体 自殺 危険性 低下 自殺 危険性 低い段階 前 段階 い

啓発 教育等 充実 図  

 

実践 啓発を両輪 推進  

誰 自殺 追い込 い社会 実現 自殺 追い込 う い 人

や遺 人 支援 い 実践的 取組 加え 取組 地域 広 自殺対策 いう概

念 市民 浸透 重要 危機 陥 人 心情や背景 理解 深 命や暮
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危機 陥 場合 誰 援助 求 適当 あ いう 市民全体 共通認識

う 普及啓発 行う必要 あ  

市民 身近 い い自殺 考え い 人 サ ン 早 気 本人 抱え

問題 関 専門家 専門家 協力 見守 い う 広報活動 教育活動等 取

組  

 

関係機関の役割を明確化 、その連携・協働を推進  

自殺対策 最大限 効果 発揮 誰 自殺 追い込 い社会 実現

市 国や兵庫県 他 市区町村 関係機関 企業 市民 連携・協働 一体

自殺対策 推進 い 必要 あ 主体 果 役割 明確化

共有化 うえ 相互 連携・協働 仕組 構築 取 組  

 

自殺者等の名誉及 生活の平穏 配慮  

 自殺対策基本法第 条 名誉及 生活 平穏 配慮 自殺対策 実施 当 自殺者

及 自殺未遂者並 者 親族等 名誉及 生活 平穏 十分配慮 いや 不

当 侵害 い う い 定 い 自殺対策 関わ 者

改 認識 自殺対策 取 組  
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－  基本施策 け 主 取組事業 評価指標 

基本施策  地域 け ネットワークの強化 

誰 自殺 追い込 い地域社会 実現 市役所関係各課 含 保健 医療

福祉 教育 労働 他生 支援 係 関係機関 連携・協力 市全体 包括的 自殺対策 推進

い 必要 時 自殺対策 特化 ネッ ワー 既 あ ネッ ワー

等 連携・協働 進 自殺対策 基盤 強化 目指  

 

自殺対策推進体制 け 連携強化 

保健 医療 福祉 教育 労働 他 関連施策 有機的 連携 図 総合的 効果的 対策

推進 市役所内 自殺 関 情報や課題 共有 関係性 構築 自殺対策 理解 深

う推進 市職員 市役所内 各種窓口等 業務 い 生 支援 必要 市民

相談 傾聴 適切 相談機関 目指  

＜主 取組事業＞ 

・自殺対策推進本部会議 開催 市民健康課：自殺対策推進本部 会議  

・自殺対策連絡会議・ワー ン 開催 市民健康課：自殺対策連絡会議・ワー ン チー  

・業務 い 生 支援 必要 市民 相談 傾聴 適切 相談機関 全部署：

相談 傾聴 相談機関 連携  

 

既 あ ネットワーク の連携 

行政・福祉・医療・労働・民間団体等 関係機関 既 構築 い ネッ ワー い 生

支援 関わ 取組状況や課題 共有 自殺対策 強化 推進  

＜主 取組事業＞ 

・加古川市障害者自立支援協議会 開催 障 い者支援課：加古川市障害者自立支援協議会 設置  

・精神障害者地域支援連絡会 警察・健康福祉事務所・市担当者 通 連携 加古川健康福祉

事務所 生活安全課 高齢者・地域福祉課 生活福祉課 障 い者支援課 市民健康課：精神障害者地

域支援連絡会  

・要保護児童虐待防止検討会議 開催 家庭支援課：要保護児童相談事業 家庭児童相談  

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値 毎年度  

自殺対策推進本部会議 開催 回開催 

自殺対策連絡会議 開催 回開催 

 

基本施策  自殺対策を支え 人材の育成 

地域 ネッ ワー 強化 担い支え 人材 養成 欠 本市
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立場 人 ー ー ー養成研修等 研修 受講 機会 提供 自殺対策 関

わ 人材養成 強化 図  

様々 職種を対象 研修 

保健 医療 福祉 教育 労働等 分野 支援 携わ 専門職者や関係者 地域 支え 担

い手 あ 市民 市全体 包括的 自殺対策 進 い 役割 担う市役所職員 対象 ー ー

ー養成等 生 支援 関連 研修 実施  

＜主 取組事業＞ 

・ 分野 支援 携わ 専門職者や関係者 市職員 ー ー ー養成研修 実施

市民健康課： ー ー ー養成研修相談支援従事者対象  

・生 支援 関連 研修 実施や会議等 開催  

※救急隊員 研修 救急課：高度救急事業 犯罪被害者等支援 関 研修 生活安全課：犯罪被害者

等支援事業 職員対象研修 人権相談 対応 職員 研修 人権文化センター： 人権相談事業

障害 関 相談支援専門員 研修 障 い者支援課：加古川市障 い者基幹相談支援センター

相談 民生委員・児童委員 研修 高齢者・地域福祉課：民生委員活動事業 ー ワー ー等研

修 生活福祉課：生活保護法施行事務 生活保護 相談 乳幼児家庭全戸訪問指導員研修会 育児保

健課：乳児家庭全戸訪問事業 職員研修 職員課：新規採用職員研修等 人権研修 含  

・ ー ー ー養成研修等 講師養成や支援者 知識及 技術習得 目的 外部研修 受講 支援

市民健康課：自殺対策 関連 研修  

 

市民を対象 研修 

 市民一人 周 人 異変 気付い 時 適切 行動 人材 ー ー ー

養成 地域 見守 体制 強化 目指  

＜主 取組事業＞ 

・ サ ーター ー ー ー 養成講座 実施 市民健康課： サ ーター養

成講座  

・企業や PTA 町内会等 団体 対象 ー ー ー養成研修や出前健康講座 実施 市民健

康課：出前健康講座  

 

支援者への支援 

支援 携わ 専門職者や関係者 支援 過程 精神的負担 感 ンタ 不調 陥 ー あ

所属 団体 い 定期的 ンタ 管理 行い 自殺 危険性 高

い 相談者 抱え 複合的 問題 対応 支援者 対応力 向上 目指 研修 実施や 関

係機関 連携 行う際 負担 軽減 う 先 相談先や関係機関 情報 周知  

＜主 取組事業＞ 

・支援者 負担 軽減やセ 等 関 技術習得 目的 外部研修 受講 支援 市

民健康課：自殺対策 関連 研修  

・自殺未遂事例検討会 開催 市民健康課  

・ ンタ ン 基 健康診断 実施や各種相談等 支援 行う 市民健康課  
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＜評価指標＞ 

指標 目標値 毎年度  

サ ーター養成講座 開催 
ー 回 開催 年間 20

人 参加 

市民団体や関係機関 支援者 対象 ー ー ー養成研修

等 開催 

市民対象：300人以上 参加 

支援者対象：200人以上 参加 

 

基本施策  市民一人 の気 見守 の促進 

自殺 個人 問題 あ いう誤 認識 自殺 追い込 人 心情や背景 理解

い現実 あ 自殺 社会 問題 あ 誰 誰 援助 求 いい いう認

識 社会 共通認識 自殺や自殺 危険性 高 い 人 理解 広 う正 い情報

発信や相談窓口 情報 様々 媒体 活用 行い  

 

生 支援 関連 講 会等の実施 

市民や関係機関 対象 健康や 他 生 支援 関連 講 会等 開催 一人

自殺対策 関 理解 深 生 抱え 人や自殺 危険性 高 い 人 気

力 養う 目指  

＜主 取組事業＞ 

・講 会 開催 人権課題 い 啓発 行う 人権文化センター：人権  

・男女共同参画や性 多様性 関 啓発 講座等 開催 市民活動推進課：男女共同参画推進

事業  

・犯罪被害者等 抱え 問題 理解 深 講 会 開催 生活安全課：犯罪被害者等

支援事業 市民対象講 会  

・健康 関 講座や講 会 実施 市民健康課：自殺対策 い 講 会 健康

講座  

・子 支援 力 地域 人 身 え う青少年健全育成 関 講 会 開催

青少年育成課：青少年健全育成事業  

 

様々 媒体を通 た市民・関係機関への周知 

ー ッ SNS 等 媒体 利用 自殺対策 関 情報や悩 相談先 生 支

援 関連施策 関 情報 配布・発信 正 い知識 普及 悩 抱え 本人や周 人

相談機関 利用 う 周知 支援者 医療機関等 相談先 周知 強化

関係機関 連携 強化 目指  

＜主 取組事業＞ 

・市役所内各部局 業務等 い 自殺予防啓発媒体 活用 市民 向 啓発 行う 市民健康

課：普及啓発事業 普及啓発事業 関係機関 計画概要版 普及 普及啓発事業  

・市公式 SNS等 活用 自殺対策 関連 正 い情報 発信 市民健康課：普及啓発事業 

Ｔ 活用 自殺対策 普及 政策企画課： ー 推進事業 広報・行政経営課：広報

事業 政策課： ・子育  



43 

 

・市内企業 医療機関 薬局等 い 自殺予防啓発媒体 配布 啓発 市民健康課 地方独立

行政法人加古川市民病院機構  

・性 多様性 関 正 い知識 普及啓発 進 市民活動推進課：性 多様性尊重推進事業  

 

特定の場所やイ ント け 啓発 

地域 活動 場 活用 地域 様々 接点 生 気 促  

＜主な取組事業＞ 

・自殺予防週間 月 自殺対策強化月間 月 市役所庁舎前 懸垂幕 掲揚 市民健康課：

自殺対策強化月間・週間 普及啓発  

・駅 商業施設 高校 大学等 啓発媒体 設置 配布 市民健康課：自殺対策強化月間・

週間 普及啓発  

・自殺予防啓発 関 図書 ー ー 設置 中央図書館：中央図書館管理運営事業  

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値 毎年度  

相談窓口案内チ ・ ー ・啓発 ー

ッ 作成 配布 実施 
30,000部 

SNS等活用 啓発 実施 
自殺予防週間 月 及 自殺対策強化月

間 月 中心 啓発 行う  

 

指標 

本計画策定時値 

令和 年 

2023年  

目標値 

令和 年度 

2027年度  

健康 関 悩 い 相談先

知 い 人 割合 増加 

支 援 者：87.6％ 

一般市民：― 

支 援 者：100.0％ 

一般市民：100.0％ 

ー ー ー 認知度 言葉 意味 知

い 割合 増加 

支 援 者：54.9％ 

一般市民：11.5％ 

支 援 者：80.0％ 

一般市民：50.0％ 

 

基本施策  生 の促進要因への支援及 阻害要因の減少 

自殺対策 生 阻害要因 減 取 組 生 促進要因 増や 取 組

行う 必要 市民 抱え 悩 生 阻害要因 得

幅広い分野 い 生 促進要因 増加 向 支援 推進 重要  

居場所  

孤立 や い傾向 あ 人 自分 居場所や人 持 場所 提供

保護者 安心 子育 環境 提供  

＜主 取組事業＞ 
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・乳幼児 保護者 向 交流 場 育児 関 情報 提供 政策課：地域子育

支援拠点事業  

・ あい保育や園庭開放 実施 幼児保育課：子育 支援事業  

・妊産婦 集う場所 提供 仲間 支援 行い 育児 関 健康教育や個別相談等 実施

育児保健課：産前・産後サ ー 事業  

・図書 介 居場所 行う 中央図書館：中央図書館管理運営事業  

 

相談支援の実施 

 自殺 追い込 人 多 様々 問題 複合的 抱え い あ ゆ 相談窓口 い

悩 や不安や気持 傾聴 相談支援 必要 あ 一 所 相談窓口や相談機関 対

応 い場合 適切 相談・支援機関 行い  

＜主 取組事業＞ 

・保健師 健康 関 情報提供や相談支援 行う 市民健康課：健康相談  

・ワン ッ 窓口 い 犯罪被害者等 抱え 様々 問題 い 相談 応 適切 窓口 案内

や情報 提供 行う 生活安全課：犯罪被害者等支援事業  

・成年後見制度 利用支援 関 相談 行う 障 い者支援課：成年後見制度利用支援事業  

・障 い 持 当事者 障害 受 障 い者 同 立場 話合い サ ー 自立 生活

援助 行う 障 い者支援課：障害者福祉推進事業  

・障害福祉サービ 提供 自立支援 行う 障 い者支援課：自立支援事業  

・障害児通所支援や障害児相談支援 行う 障 い者支援課：障害児施設等利用者支援事業  

・加古川市障 い者基幹相談支援センター い 障害 関 専門的 相談支援 行う 障 い者支

援課/基幹相談支援センター：加古川市障 い者基幹相談支援センター 相談  

・家庭児童相談員等 家庭問題 虐待 悩 い 相談支援 行う 家庭支援課：要保護児童相談事

業  

・公立・私立保育園及 認定 園 地域型保育事業所等 保育 提供 相談支援 実施 幼

児保育課：保育 実施  

・保育施設選 入所手続 案内 保育 ン 相談支援 行う 幼児保育課：

利用者支援事業  

・病児・病後児保育 提供 相談支援 行う 幼児保育課：病児・病後児保育事業  

・保育 通 発達や療育 関 相談支援 行う 幼児保育課：療育支援 実施  

・高齢・障害・低所得等家賃住宅入居 配慮 要 人 向 対策等 検討 行う 住宅政策課：住

生活基本計画及 公営住宅等長寿命化計画策定事業  

・人権問題 い 相談支援 行う 人権文化センター：人権相談事業  

 

自殺未遂者への支援 

自殺未遂者 自殺 危険性 大変高い状況 あ 再企図 可能性 あ 予防 目的

個別支援 必要  
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自殺未遂者 関わ 支援者 対象 研修会 実施 現 起 あ 自殺 危機的状況

対応技術 向上や自殺未遂者 見守 等 支援 連携 図  

＜主 取組事業＞ 

・自殺防止 専門相談窓口 周知 自殺未遂者や 家族 相談 い 関係機関 連携 支

援 行う 加古川健康福祉事務所 全部署：自殺未遂 関 相談 対応  

・救命士 研修 自殺未遂者 対応要領 盛 込 自殺対策 意識向上 適切 対応技術 習得

図 救急課：高度救急事業  

 

自死遺族への支援 

自死遺族 一般的 自殺 危険性 高い 言わ い 家族 亡 悲嘆や苦

い 精神的 負担 偏見や差別 二次的 被害 受 あ 市民や支

援者 向 自死遺族 理解 広 う啓発 行う 専門的 支援 受 相談窓口

や自助会 情報提供 行い  

＜主 取組事業＞ 

・自死遺族等 相談支援 行い 必要 応 自死遺族 わ 合い 市民健康課：自死

遺族等 相談 対応 加古川健康福祉事務所  

・自死遺族 会や相談先 情報 周知 市民健康課：相談先 周知  

・自殺対策 関 啓発や人材養成 機会 い 自死遺族 直面 様々 問題 理解や支援方

法 い 周知 市民健康課：自死遺族等 理解や対応 い 普及啓発  

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値 毎年度  

各相談支援事業 実施 各担当課 相談支援事業 継続実施 

 

基本施策  児童生徒のＳＯＳの出 方 関 教育 

 自分や友達 危機的 心 状態 気 い 受 止 信頼 大人 伝え 力 養う 目標

SOS 出 方 関 教育 学校教育 通 実施 保護者や児童生徒同士 教職員

サ ン 気 受 止 見守 う啓発  

児童生徒の SOSの出 方 関 教育の実施 

 自殺予防教育用 ー ッ 作成・活用 児童生徒 生涯 渡 SOS 発信 方法や友人

等周囲 人 サ ン 気 声 大切 学 授業 実施 早期段階

自分 命 大切 児童生徒 育成 向 教育 行い  

＜主 取組事業＞ 

・自殺予防 関 ー ッ 活用 児童生徒 SOS 発信 力 養う教育 実施

青少年育成課：学校生活適応推進事業  

・自殺予防 関わ 教職員向 研修会 実施 青少年育成課：学校生活適応推進事業  
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児童生徒の SOSの出 方 関 教育の推進のた の連携の強化 

 児童生徒 SOS 出 方 関 教育 推進 教職員 児童生徒同士や保護者

サ ン 気 受 止 見守 う 啓発  

＜主 取組事業＞ 

・学校生活 関 ン ー セ 実施 児童生徒 学校 適応感 測 教育相

談 行う 学校不適応 未然防止や早期発見 早期対応 図 青少年育成課：学校生活適応推

進事業 セ 実施  

・子 サ ン発見チ ッ 全児童生徒 家庭 配布 保護者 子 サ ン

気 う支援 青少年育成課：学校生活適応推進事業 子 サ ン発見チ ッ

 

・児童生徒や保護者 抱え 問題 解決 向 ー ソー ワー ー 相談支援 行う

青少年育成課： ー ソー ワー ー活用事業  

・ ンセ ー等 専門職 構成 ー サ ー チー 学校 抱え 生徒指導上 諸問題

未然防止 早期対応 早期解決 向 支援 行う 青少年育成課： ー サ ー チー 活用事

業  

・ ンタ サ ーター 個別指導や家庭訪問等 通 課題 抱え 生徒 相談支援 行う 青少年

育成課： ンタ サ ー 事業  

 

＜評価指標＞ 

指標 目標値 毎年度  

児童生徒 SOS 出 方 関 教育 実施 
自殺予防教育用 ー ッ 活用

教育 継続実施 

 

―3 重点施策 重点対象 け 主 取組事業 評価指標 

重点施策 ：高齢者 対 取組の推進 

本市 禍 含 平成 29年 令和 年 自殺者数 う 60歳代以上 約 割 占

い 高齢者 身体 衰え 閉 や抑う 状態 や 配偶者や家族 死別・

離別 経験 単身暮 人 多 孤立・孤独 や い年代 一方 高齢者 支援者

子 起因 8050問題 対応 必要 孤立 住

地域 生活 い う高齢者 支援 充実 図 高齢者 家族等 支援者 対

支援 含 関係機関 連携 地域包括 や地域共生社会 実現等 施策 連動

取組 推進 必要  

包括的 支援のた の連携推進 

健康 医療 介護 生活 関 関係機関や団体等 連携 推進 包括的 支援体制

整備  
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＜主 取組事業＞ 

・地域包括支援センター 運営 関 会議 あ 地域 会議 開催 高齢者・地域福祉課：地

域包括支援センター運営管理事業 地域 会議  

・地域包括支援センター 把握 い 虐待事例 い 今後 支援 方向性 検討 虐待防止検

討会議 開催 高齢者・地域福祉課：虐待防止検討会議  

 

要介護者 介護者への支援 

本市 要支援・要介護認定者数 平成 28年 令和 年 約 1.2倍 増加 今後 高

齢化 伴い介護 必要 高齢者 増加 予想  

自身 身体 関 悩 家族 介護 関 悩 自殺 要因 や い 要介護状態

い 本人 家族 支援 推進  

＜主 取組事業＞ 

・認知症 早期発見・早期治療や認知症患者 家族 支援 認知症サ ーター養成講座

実施 高齢者・地域福祉課：認知症施策総合推進事業 認知症サ ーター養成講座  

・介護者同士 悩 共有 情報交換 相互 支え合い 場 介護者 い 実施

高齢者・地域福祉課：地域包括支援センター運営管理事業 介護者 い  

・高齢者 家族 悩 や介護保険等 関 総合相談 対応 介護保健課：介護相談  

 

高齢者の社会参加の強化 孤立の予防 

高齢者世帯 70歳以上 構成 世帯 寿命 延伸や核家族化 進行 今後 増加

見込 高齢者 閉 や抑う 状態 認知症 進行等 抑止 高齢者 生 生 暮

地域 や高齢者 居場所 推進  

＜主 取組事業＞ 

・認知症 当事者や家族 介護者 共有 情報交換 認知症 実施

高齢者・地域福祉課：認知症施策総合推進事業 認知症  

・要支援認定者及 事業対象者 対 介護予防・生活支援サービ 実施 高齢者・地域福祉

課：介護予防・生活支援サービ 事業  

・健康寿命 延伸 地域 集い 場 い い 百歳体操 実施 高齢者・地域福祉課：

い い 百歳体操普及啓発事業・い い 百歳体操活動支援事業  

・介護者同士 悩 共有 情報交換 相互 支え合い 場 介護者 い 実施

高齢者・地域福祉課/地域包括支援センター：地域包括支援センター運営管理事業 介護者

い  

・高齢者 生 い活動 場 子育 関 ン 養成 子育 支援 場 提供

子育 大学 実施 政策課：地域子育 支援拠点事業  

・高齢者 生 い活動 推進 仲間 生涯学習 場 高齢者大学 実施 社会教育課：

高齢者大学  

 

生活不安を抱え 高齢者 対 生活支援 

高齢者 世帯 増加 普段 生活や災害時等 緊急事態 高齢者 支援 必要性

高 い 高齢者 抱え 不安や問題 応 必要 支援 提供  
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＜主 取組事業＞ 

・成年後見制度 利用 関 相談支援 実施 高齢者・地域福祉課：成年後見制度利用支援事業  

・民生委員・児童委員 地域 困難 抱え い 人 気 適切 相談機関 役割等 必要

援助 行う 高齢者・地域福祉課：民生委員活動事業  

・権利擁護 関 成年後見人等 相談支援 行う 高齢者・地域福祉課：総合相談・権利擁護事業  

・高齢者世話付住宅 ー ン 入居 高齢者等 見守 支援 実施 高齢者・地

域福祉課：高齢者住宅等安心確保事業  

・在宅 生活 困難 高齢者 施設 入所措置 実施 高齢者・地域福祉課：老人措置事業  

・高齢 独立 生活 不安 あ 65 歳以上 一人暮 や高齢者世帯 人 対象 住

居 生活支援 提供 高齢者・地域福祉課：生活支援 運営事業  

・健診結果等 ータ 分析 保健指導や受診勧奨等 実施 国民健康保険課：後期高齢者保健事

業  

 

重点施策 ：生活困窮者 対 取組の推進 

 生活困窮者 経済的問題 加え 複合的 多様 問題 抱え い 多い 社会 孤

立 自殺 追い込 危険性 高 い  

本市 自殺者 う 20～50 歳代 男性 約 割 女性 約 割 無職者 い

総務省 労働力調査 基本集計 15～64歳男女 就業率 約 割 い 中

自殺者 う 若年・中年層 無職者 割合 高い う え 経済的問題 抱え い

人 早い段階 支援 う関係機関連携 取組 推進 必要 あ  

包括的 支援のた の連携推進 

生活困窮 背景 多様 問題 複合的 抱え 多い いう傾向 他分野 関係機関

窓口等 い 相談者等 抱え 問題 察知 必要 支援   

＜主 取組事業＞ 

・生活困窮者自立支援連絡会 生活困窮者自立支援調整会議 開催 生活福祉課：生活困窮者

自立支援連絡会  

 

早期段階 の の実施 

各種業務 い 困窮状態 あ 人 把握 際 適切 相談先 困窮状態

あ 人 暮 い 債務相談や衣食住 提供等 取 組 問題解決 向 具体的

提案 行い 行動 移 う支援  

＜主 取組事業＞ 

・業務 い 生 支援 必要 市民 相談 傾聴 適切 相談機関 全部局：相談

傾聴 相談機関 連携  

※市民税課：住民税 申告相談及 減免申請 資産税課：固定資産税 税務相談及 減免申請 収税課：

納税相談 債権管理課：納付相談 国民健康保険課：一部負担金減免・保険料 減免 医療助成年金

課：国民年金受付事業・医療費助成事業 含  

 

・多重債務 相談 抱え い 他 課題 把握・対応 問題解決 向 包括的 支援 支
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援 行う 生活安全課：消費者保護対策事業 多重債務相談  

・生活困窮 相談 相談者 問題点 整理 生活 等 実施や他 相談窓口 引継

行い 困窮状態 解消 図 生活福祉課：生活困窮者自立相談支援事業 生活困窮 相談  

・生活保護 相談 相談者 問題点 整理 生活 助言等 実施や他 相談窓口 引継

行う他 生活保護受給世帯 訪問面接 医療相談 必要 支援 行う 生活福祉課：生活保

護法施行事務 生活保護 相談  

・ ー 相談 聞 生活保護等 相談支援 行う 生活福祉課： ー 対策  

・ ー 生活 い 人や住居 喪失 ー 状態 あ 人 対 宿泊場所や衣食 支給

生活福祉課生：活困窮者自立相談支援事業 一時生活支援事業  

・母子・父子自立支援員 親家庭 自立支援 相談支援 行う 家庭支援課：母子・父子

自立支援事業  

・低所得 妊婦 経済的負担軽減 図 妊娠中 早期支援 行う 育児保健課：低

所得 妊婦 対 初回産科受診料支援事業  

・市営住宅 利用者 う 悩 抱え 人 必要 時 適切 相談窓口 住宅政策課：

市営住宅管理事業  

・経済的理由や特別 事情 失業中 被災等 就学困難 児童・生徒 保護者 対 給食

費・学用品費等 援助 実施 必要 時 適切 相談窓口 学務課：就学援助事務  

・生活 困窮 外国人 相談支援 実施 必要 時 適切 相談窓口 市民活動推進課：

国際交流推進事業 外国人 各種相談事業  

 

重点施策 ：労働者 対 取組の推進 

本市 い 禍 含 平成 29年 令和 年 40・50歳代男性 自殺率 高 自殺者

原因・動機別内訳 勤務問題 長時間労働 配置転換 職場環境 変化 事業失敗等 割合

高 い  

年代 男性 過労 失業 病気 親 介護等 離職 危機や 健康 損 いや

心理的 社会的 負担 抱えや い時期 男性 女性 い 就業率 上

昇傾向 あ 就労環境 関 悩 抱え 人 割合 今後増加 い 予測  

過労死等 防止 対策 関 大綱 労働者 相談 や い環境 整備 必要 あ

あ 自殺対策 い 産業保健 連動 労働者 心 健康 保持増進 一体的 推進

い 必要  

就労・働 方への支援 

 若年者・求職者 就労 よう支援 長時間労働 ハラスメント等 勤務問題 現状を啓発

相談先 情報 周知を進  

＜主 取組事業＞ 

・就職・転職活動 役立 履歴書 書 方 面接 受 方等 個別指導 産業振興課：就職活

動・個別指導事業  

・合同企業説明会 あ Ｏ 開催 産業振興課： Ｏ 事業 市民健康課：

就労支援 ン 関連 事業  

・職業体験 あ ンターン ッ 希望 市内企業 学生等 ッチン 合同企業説明会

開催 産業振興課： ンターン ッ 支援事業  
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心身の健康 及 スケアの推進 

仕事 生活 調和 働 続 う 経営 関 様々 相談を受け こ 勤務問題

よ 自殺 危険性を抑止 労働者 や体 健康 関 支援 推進  

＜主 取組事業＞ 

・労働相談員 賃金 解雇 職場 人間関係等 労働 関 相談支援 行う 産業振興課：労働相

談事業  

・経営指導員 資金繰 等 中小企業経営者 抱え 多様 問題 い 相談支援 行う 産

業振興課/商工会議所：商工業振興推進事業 経営相談  

・中小企業者 経営安定 発展 図 企業融資 提供や斡旋 行う 産業振興課：企業融資対

策事業  

・健康 関 相談支援や啓発 行う 市民健康課：健康相談 国民健康保険課： ータ

計画 後期高齢者保健事業  

 

相談先の周知 

労働者 年代 幅広い 労働 関連 相談先 関連 可能性 あ 相談先 含

啓発 機会 使 行い 自殺 危険性 高 い 人 多

問題 複合的 抱え い 各種窓口 い 対応者 相談者 危険性 気 適切 相談機

関・支援先  

＜主 取組事業＞ 

・健康診断 案内 送付等 個別送付 機会 使い 相談先等 情報 周知 市民健康課：普

及啓発事業 案内等送付 機会 活用  

・業務 い 生 支援 必要 市民 相談 傾聴 適切 相談先 全部局：相談

傾聴 相談機関 連携  

 

重点施策 ：女性 対 取組の推進 

減少傾向 あ 自殺者数 令和 年以降増加 女性 増加 比例 い 女性

男性 比 非正規雇用労働者 割合 高 子育 や介護等 家庭内 役割 担う 多い

新型 感染症流行 影響 伴い雇用問題 悪化や社会 弱 孤

立・孤独 陥 や い状況 あ 年代 抱えや い健康問題や暴力 性犯罪等

い あ 女性特有 問題 対 取組 必要  

妊産婦・子育 への支援  

妊娠 出産 子育 切 目 い支援 行う 妊娠届出書・妊娠連絡票等 妊婦

ネ ン 行い 医療機関等 連携 妊娠・出産・育児 関 正 い知識 普

及 努 妊娠や育児不安等 悩 妊産婦 支援  

＜主 取組事業＞ 

・育児 援助 行い い人 受 い人 地域 育児援助活動 行う ーサ ー

センター 運営 政策課： ーサ ー センター運営事業  

・18歳未満 児 養育 家庭 内 家事・育児 不安や負担 抱え 保護者 い 家庭 家事及

育児支援 行う ー 派遣 家庭支援課：子育 世帯訪問支援事業  
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・養育困難家庭 支援 必要 認 家庭 対 ー並 保健師等 派遣 家事 育児

等 援助 行う 家庭支援課：養育支援訪問事業  

・母子生活支援施設 入所等 支援 自立 促進 生活支援 行う 家庭支援課：母子生

活支援施設措置事業  

・妊産婦 関 相談や育児 関 相談支援 行う 育児保健課：妊産婦相談・育児相談  

・医療機関等 連携 家庭訪問等 支援 行う養育支援ネッ 養育上支援 必要

家庭 早期 把握 支援 行う 育児保健課： 養育支援ネッ  

・家族等 十分 家事や育児 援助 得 い生後12ヶ月未満 母子 対象 心身 や育

児サ ー 等 支援 行う 育児保健課：産後 事業  

・生後 ヶ月 乳児 い 全 家庭 訪問 乳児家庭全戸訪問 い 子育 関 情報

提供 養育 い 相談 応 助言 他 援助 行う 育児保健課：乳児家庭全戸訪問事

業  

・伴走型相談支援 出産育児関連用品 購入費助成や子育 支援サービ 利用負担軽減 図

育児保健課：妊娠出産子育 支援事業  

 

コ ナ禍 顕在化 た課題を踏まえた支援 

 近年 女性 就業率 上 い 非正規用労働者 割合 高い状況 あ 新型

感染症流行 就労困難 退職や解雇 労働時間 減少 経済問題 悪化 い

懸念 い 家庭環境 影響 及ぼ DV相談や児童虐待通告件数 増加

い 状況 現在 禍後 新 社会変化 迎え い 女性 寄 添 相

談支援 行い  

＜主 取組事業＞ 

・働い い 女性 働 い女性 対象 男女共同参画推進専門員 ンサ タン 有資格

者 や社会保険労務士 労働 関 相談支援 行う 市民活動推進課：女性 働 方相

談・労働相談  

・婦人相談員 配偶者等 暴力 Ｖ い 被害者女性 保護や自立 関 支援 行う

家庭支援課：婦人相談員事業  

・20歳未満 児童 扶養 い 親世帯及 寡婦 経済的自立 助成 生活意欲 助長 図

母子父子寡婦福祉資金 貸付 行う 家庭支援課：母子父子寡婦福祉資金貸付  

・配偶者等 暴力 DV 関 相談 応 被害者 保護や自立 関 支援 行う 配偶者暴

力相談支援センター：配偶者等 暴力 関 相談  

 

困難 問題を抱え 女性への支援 

性犯罪・性暴力被害等 い 支援 相談支援 行い 女性 担う場合 多い介

護 い 同 悩 人 話 場所 提供 相談支援 行い  

＜主 取組事業＞ 

・犯罪被害者等 抱え 様々 問題 対 相談支援 行う 生活安全課：犯罪被害者等支援事業  

・配偶者 暴力 受 被害者等 緊急避難 要 等 理由 金銭 所持 い者 対

食費等 支給 家庭支援課：緊急一時保護事業  

 

重点施策 ：子 ・若者 対 取組の推進 
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幼少期 おけ 貧困や虐待 ヤン アラー 問題等 直近 け く 将来 自殺 危険性を高 要因

子 ・若者 子 保護者等 対 支援 充実を図 危機 直面 場合 自殺

追い込 こ い選択 よう教育を進 取組 必要  

 

児童生徒の育成 関わ 各種取組の推進 

学校 い 児童生徒 学生 い 大切 実感 教育 偏 社会 い

直面 可能性 あ 困難・ 対処方法 身 付 教育 心 健

康 保持 係 教育 推進 学校 不登校減少やい 問題行動

取 組  

＜主 取組事業＞ 

・就業等 昼間保護者 い い小学校児童 放課後 小学校 専用教室 受 入 児童

職員 支援員及 補助員 対象 研修 行い 社会教育課：児童 運営事業  

・児童会 生徒会 中心 心 絆 深 自主的 活動 行い 望 い人間関係 居場所 集団

推進 学校教育課：心 絆 事業  

・児童生徒 い 守 社会全体 い 防止 取 組 仕組 一環 い 防止

啓発月間 月 設置 市民 ォー 等 通 い 防止啓発 取 組 学

校教育課：い 防止啓発事業  

・適応指導教室 わ 教室 い 不登校状態 あ 児童生徒 学校生活復帰 向 支援 行

う 青少年育成課：不登校児童生徒適応指導事業  

・教育 関 相談 い 心理 教育 両面 相談支援 行う 青少年育成課：家庭教育支援相

談事業  

・街頭補導・非行防止啓発活動 少年相談員 再発防止 目指 相談支援 行う 青少年育

成課：少年補導・相談事業  

 

若者の抱えや い課題 対 支援の充実 

い や周囲 人間関係 交際 DV 進学や就職 いっ 進路 家庭内 悩 や性 あ 方 葛

藤 若者 抱え 悩 多様 特有 課題 あ 本市 教育機関 地域

役割 人 子 ・若者 悩 寄 添うこ よう啓発 関係機関 連携 包括的 支

援を推進  

＜主 取組事業＞ 

・LGBTQ＋ 当事者 家族や友人 学校や職場 関係者 対象 性的指向 性

自認 性表現 関 様々 悩 や不安 い 専門相談 行う 市民活動推進課：LGBTQ＋

専門相談  

・就職・転職活動 役立 履歴書 書 方 面接 受 方等 個別指導 産業振興課：就職活

動・個別指導事業  

・合同企業説明会 あ Ｏ 開催 産業振興課： Ｏ 事業  

・職業体験 あ ンターン ッ 希望 市内企業 学生等 ッチン 合同企業説明会

開催 産業振興課： ンターン ッ 支援事業  

・中小企業 大手企業 賃金格差 是正 若者勤労者 市内定着・転入 促進 目的 中小企業 正

規雇用 市民 返還 奨学金 一部 補助 産業振興課：若者勤労者奨学金返還支援事
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業  

・ ン ー い 家庭 家事及 育児支援 行う ー 派遣 家庭支援課：子育

世帯訪問支援事業  

・ 集い い 啓発 行う 社会教育課：成人式実施事業  

児童生徒の SOSの出 方 関 教育の実施 再掲  

 基本施策  児童生徒 SOS 出 方 関 教育  

 

児童生徒の SOSの出 方 関 教育の推進のた の連携の強化 再掲  

 基本施策  児童生徒 SOS 出 方 関 教育  

 

＜重点施策 の評価指標＞ 

重点対象 あ 高齢者 生活困窮者 労働者 女性 子 ・若者 い 毎年度実

施 生 支援 関連施策 進捗評価 い 各取組事業 評価 本市 自殺

状況や社会情勢等 踏 え 自殺対策連絡会議 ワー ン い 重点対象 対 取組状況

共有及 課題 抽出 取組内容 修正 行う 推進 図  

 


